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一関市における最大の課題は「人口減少」です。市の人口は、昭和 30 年の 17 万

4,342 人をピークに減少傾向が続き、令和２年人口の確定値では 11 万 1,932 人まで減

少し、今後さらに加速度的な減少が見込まれています。 

このような状況においても地域の活力を維持し、高めていく取組が急務となってい

ます。 

① ＮＥＣプラットフォームズ㈱一関事業所跡地（以下「ＮＥＣ跡地」と表記）は、

新幹線駅に隣接した広大な整形地であり、国道 284 号、国道 342 号及び主要地方道

一関大東線などの幹線道路を介して、市内全域に活用効果の拡大を図れるアクセス

の良好な場所です。 

このことから、将来的にも様々な用途に活用できる非常に資産価値の高い土地で

あると考え、市が取得し、将来にわたって安定的かつ主体的な活用を進めます。 

② 現在、ＮＥＣ跡地は都市計画法の用途地域における「工業地域」に指定されてい

ますが、今後、幅広い用途に活用できる場所となることを目指して用途地域の見直

しを検討します。 

Ⅰ 取得目的：「安定的な活用」を目指して 

※ ＮＥＣ跡地周辺の用途地域（令和４年１月現在）
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市が、令和２年度に策定した「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」において

は「働く場の創出」を重要施策に位置付けており、若者や女性が活躍できる社会を目

指して、多様な働き方を実現する環境づくりに取り組みます。 

① ＮＥＣ跡地は、将来にわたって活用方法に制限を設けず、多種多様な用途での活

用が可能となる場所を目指し、「事業用定期借地権」による民間事業者への有期貸付

（契約期間は 20～30 年程度を想定）を基本として、変化する社会ニーズに即した土

地利用を進めます。 

② 市の最重要課題である「人口減少」に対処するため、当面、ＮＥＣ跡地を「雇用

を創り出す場」として活用を進めることとし、単に「働く場所」に限らず、起業者

支援（インキュベーション）機能のように「新しい取組が生まれ、雇用につながる

要因となる場所」とするなど、あらゆる可能性から活用策を検討します。 

③ 民間事業者の積極的な投資を呼び込むため、前例に捉われない新たな立地誘導策

（インセンティブ）を検討します。 

※「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定における高校生アンケートより 

「Ｑ．一関市以外に住みたいと思う理由」の上位４項目と住みたい地域

Ⅱ 利活用方針：「雇用創出」の場として

※「令和３年３月新規学校卒業者を 

対象とする職業紹介状況」より 

就職者数 

（公務員など除く） 

329 人 

卒業予定者数 

1,158 人 

市内高卒者の進路希望状況              就職内定状況 

（令和２年５月１日現在） （令和３年４月末現在） 

《進学》 

62.2％ 

（720 人） 

《就職》 

33.1％ 

（383 人） 

《未定》 

4.7％ 

（55 人） 

《県外》 

39.5％ 

（130 人） 

《県内（一関市・ 

   平泉町を除く）》 

   13.1％ 

    （43 人） 

《一関市・ 

  平泉町》 

47.4％ 

（156 人） 

１.一関市周辺に希望する仕事や職種 

がないから 

２.一関市以外のほうが給料や休暇 

  などの待遇面が良いと思うから 

３.一関市以外のほうが自分の能力を 

生かし、成長できる機会があるから 

４.一関市より買い物や娯楽を楽しめる 

から 

（高校生男性）           （高校生女性） 

※「令和３年３月新規高等学校 

卒業者求職動向調査」より 
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近年、地方自治体において、業務の効率化や地域経済の活性化などを図るため、民

間事業者のノウハウや資金を活用した公民連携の検討は必要不可欠となっています。 

ＮＥＣ跡地についても、市の直営による施設整備を極力抑え、民間事業者による土地

活用を基本とした公民連携による管理運営（エリアマネジメント）に向けた取組を進めます。 

①  準備会

多種多様な市内団体などの参画を得て、ＮＥＣ跡地の管理運営に係る検討などを

進めます。 

②  管理運営法人 

準備協議会での検討をもとに、ＮＥＣ跡地の管理運営を担う法人を設立し、ＮＥ

Ｃ跡地全体の管理運営を行います。 

③  第三者機関 

土地貸付の適否などについて意見する第三者機関を立ち上げ、市民や社会ニーズ

に即した、雇用の創出につながる土地利用を図ります。 

Ⅲ 管理手法：「管理運営法人」を設立 

準 備 協 議 会
【主 な 役 割】管理運営法人設立に向けた検討、管理手法に係る検討 

【設立するポイント】多種多様な市内団体などに参画いただくことで、様々な観点からの検討が可能となる 

イ. 開発事業者と連携した民間活用の促進

エ. 貸付料の収入管理 

イ. 安価な賃料設定など幅広い立地誘導策の検討が可能となる 

   が可能となる 

第 三 者 機 関 

土地利用に関する意見 

多種多様な市内団体などに参画 

いただくことで、広く意見を集約 

でき、市民や社会ニーズに即した 

土地利用が図れる

民間への土地貸付 

観 光 協 会   社会福祉協議会

青年会議所   PTA 連合会 

子育て支援団体   雇用支援団体 

公共交通事業者    高  専 

土地管理を担当させる 

一 関 市 

意

見 

土地利用 

に関する 

意見照会 

ＮＥＣ跡地の売買 ＮＥＣプラットフォームズ㈱ 

一 関 市 商工団体 農業団体 金融機関

一 関 市 商工団体 農業団体 金融機関 など

民間Ａ    民間B    民間C 

など 

準 備 会

管 理 運 営 法 人 第 三 者 機 関 

主 な 役 割 

設立するポイント 

構 成 員

主 な 役 割 

設立するポイント 

出 資 者 の 例 

主 な 役 割 

設立するポイント 

構 成 員 の 例 

多種多様な市内団体などの参画を得て、ＮＥＣ跡地の管理運営に係る検討などを 

進めます。 

準備会での検討をもとに、ＮＥＣ跡地の管理運営を担う法人を設立し、ＮＥＣ跡

地全体の管理運営を行います。 

土地貸付の適否などについて意見する第三者機関を立ち上げ、市民や社会ニーズ

に即した、雇用の創出につながる土地利用を図ります。 

ア. 民間事業者の誘致（情報発信、営業活動など）

ウ. 貸付の契約事務 

オ. 土地の維持管理（草刈、樹木の剪定など） 

ア. ニーズに応じた、自由度の高い貸付が可能となる 

ウ. 専任職員を採用でき、専門的知識を有するスタッフの確保 


